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論  文  内  容  の  要  旨  

本論文は，琵琶湖流域を村象として，水環境保全に対するこれまでの排出規制・制御的な対策の限界を定量的に明らかに  

すると共に，水環境保全のための流域管理のあり方を考えるため，新たな流域社会の持続可能性指標を提案し，それに基づ  

く今後の琵琶湖の総合的な水環境管理の方向を論じた結果をまとめたものであり，7章で構成されている。   

第1章は序論であり，水環境の重要性，流域単位管理の必要性，従来の流域管理の問題点についてのレビューを行い，本  

研究の目的は，①GISを用いた流域での人間活動による水域へのインパクトの精度の高い定量化②従来型の水環境保全  

対策の限界とその原因の定量化③新たな流域社会の持続可能性指標の提案とそれに基づく今後の水環境管理の方向の提示  

であることを述べ，論文の構成を′説明している。   

第2章では，まず，研究の対象である琵琶湖とその流域の社会，経済，自然的特性について概観している。次に，全国の  

湖沼と琵琶湖において過去発生した水質汚染とそれに対応して取られた水質保全施策の経緯と内容についてレビューを行い，  

様々な施策にもかかわらず，琵琶湖の水質はまだ改善の兆候がみられないことを示している。   

第3章では，個々の河川流域が自立的な社会活動圏として管理の基本単位になると考え，負荷活動に関する流域情報を，  

GISを用い，実際の水の流れを考慮し分割した203の琵琶湖の小流域界毎に再整備している。そして，それをもとに，流域  

からの排出負荷量の地域的分布と琵琶湖への流入負荷量を精度よく定量化している。その結果，南潮流域は，生活と工業か  

らの負荷が，北湖流域は面源汚染源からの負荷が多く，特に，南湖，北湖とも技術的な対策を取りにくい地下水と湖面降雨  

からの負荷が非常に多いことを示している。   

第4章では，環境容量概念を提示し，これに基づき水質環境基準をベースにした場合の琵琶湖の許容流入負荷量を，琵琶  

湖全体および各小流域毎に推算している。それをもとに，1995年現在，流域から琵琶湖へ流入する負荷量は，CODは10・6  

倍，TNは2．3倍ほど琵琶湖の許容流入負荷量を上回っていることを示している。   

第5章では，従来型の水質保全対策の延長線での，様々な技術対策による琵琶湖への流入負荷削減を推定することによっ  

て，従来型の水質保全対策の限界とその原因を定量的に見出している。さらに，シナリオアプローチを用い，水環境に係わ  

る流域の社会経済システムの将来変化をも加味した4種のシナリオを作成し，琵琶湖流域社会の発展の方向による琵琶湖へ  

の流入負荷量の変化を比較考量している。それらの結果を基に，従来型の水質保全村策のみでは今後の管理に限界があるこ  

とを示し，今後の琵琶湖水質管理のあり方として，流域での人間の社会経済活動そのものを適正に管理することが不可欠で  

あると指摘している。   

第6章では，第5章の結果を基に，琵琶湖の水環境保全のための流域管理のあり方を考えるため，環境，経済，人間・社  

会が適切にバランスしていることを持続可能な社会の条件とし，環境が改善される範囲内での経済と人間・社会の適切なバ  

ランスを新たな流域社会の持続可能性指標として提案し，それに基づき琵琶湖の203の流域界毎に評価を行っている。その  

評価結果を踏まえ，水環境保全のための今後の流域管理の方向として，これまでの大量消費・廃棄のパターンを見直し，資  
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源，エネルギー利用においてより一層の効率化を進めること，物と水の循環再利用システムを確立することなど，流域社会  

を持続可能で環境負荷の少ないものに「変革」することの必然性を明らかにしている。   

第7章は結論であり，本論文で得られた成果について要約している。  

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  

本論文は，琵琶湖流域を対象として，水環境保全に対するこれまでの排出規制・制御的な村策の限界を定量的に明らかに  

すると共に，今後の対応には，技術対策だけでなく産業や経済さらにはライフスタイルも含めた流域社会の変革が不可避で  

あることを示唆した。さらにそのための新たな流域社会の持続可能性指標を提案し，それに基づく今後の琵琶湖の総合的な  

水環境管理の方向を示したものであり，得られた成果の概要は，以下のとおりである。  

1・社会的，自然的な負荷活動に関する流域情報を，GISを用い203個の流域界ごとに再整備し，流域からの排出負荷量  

の地域的分布と琵琶湖への流入負荷量を精度よく定量化した。それをもとに，琵琶湖流域の社会経済と水質負荷の現状を把  

握し，村策を優先すべき地域及び必要な対策種を示している。   

2・環境容量概念を提示し，これに基づき水質環境基準をベースにした場合の琵琶湖の許容流入負荷量を，琵琶湖全体お  

よび各小流域毎に推算している。   

3▲従来型の水質保全対策の延長線での，様々な技術対策による琵琶湖への流入負荷削減を推定することによって，従来  

型の水質保全対策の限界とその原因を定量的に見出した。さらに，水環境に係わる流域の社会経済システムの将来変化をも  

加味した4種のシナリオを作成し，琵琶湖流域社会の今後の発展の方向による琵琶湖への流入負荷量の変化を比較考量して  

いる。それらの結果を基に，今後の琵琶湖水質管理のあり方として，流域での人間の社会経済活動そのものを適正に管理す  

ることが不可欠であることを示している。   

4・3・の結果から，琵琶湖の水環境保全のための流域管理のあり方を考えるため，流域社会の健全度を表わすための持  

続可能性概念とその指標を提案し，それに基づき琵琶湖の203の流域界毎に評価を行っている。その評価結果を踏まえ，今  

後の流域管理の方向として，これまでの大量消費・廃棄のパターンを見直し，資源，エネルギー利用においてより一層の効  

率化を進めること，物と水の循環再利用システムを確立することなど，流域社会を持続可能で環境負荷の少ないものに「変  

革」することの必然性を，半定量的ではあるが明らかにしている。   

以上，本論文は，流域環境情報の総合的な解析に基づき，水環境管理における現状の問題点を定量的に把握すると共に，  

流域での人間活動の適正化のための新たな評価指標を提案し，今後の水環境管理の方向を示したことに，その独創性と意義  

が認められ，学術上，実際上寄与するところが少なくか－。よって，本論文は博士（工学）の学位論文として価値あるもの  

と認める。また，平成15年1月23日，論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果，合格と認めた。  
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